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＜ニュースの内容＞ 

◼ 「保育所における自己評価ガイドライン」の改訂について（厚生労働省） 

◼ 保育対策総合支援事業費補助金（保育所等におけるマスク購入等の感染拡大防止対策に係

る支援）に関する翌債手続等について（厚生労働省） 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

◆ 「保育所における自己評価ガイドライン」の改訂

について（厚生労働省） 

令和 2 年 3 月 19 日、「『保育所における自己評価ガイドライン』の改訂について」

が通知されました。 

今回の改訂は、平成 21 年 3 月に「保育所における自己評価ガイドライン」が策

定されてから 11 年が経過し、保育所保育指針の改定や保育所における自己評価の

実施状況等を踏まえ、有識者による「保育所等における保育の質の確保・向上に関

する検討会」における検討を経て、改訂されたものです。 

ガイドラインは、検討会の下に設置された作業チームにおける協議をもとに改訂

版試案が作成され、保育の現場での試行検証を経て改訂されています。改訂版試案

を作成した作業チームには、本会村松幹子会長が、たかくさ保育園園長の立場で参

加しています。 

また、今回は、ガイドラインの改訂とあわせて、ガイドラインを踏まえた取り組

みを行う際の具体的な留意点や工夫例をまとめた、「保育をもっと楽しく 保育所

における自己評価ガイドラインハンドブック」（全 14ページ）も作成されています。

このハンドブックは、保育現場の協力のもと、日頃園で実際に行っていることなど

をもとに、「保育への手応えが生まれ、保育がより楽しくなる評価」をめざして、

自己評価の実施にあたって、大切にしたいことや意識したいことなどがまとめられ

ています。 

詳細は下記ホームページ内、「5 保育所保育指針関係」内、「保育所における自己

評価ガイドライン（2020 年改訂版）」をご参照ください。 

■ 厚生労働省トップページ > 政策について > 分野別の政策一覧 > 子ども・子育て> 子ど

も・子育て支援 > 保育関係 > 5 保育所保育指針関係 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/kodomo_kosodate/hoiku/index.html  

令和 2 年 3 月 25 日 （令和元年(2019 年)度第 37 号） 
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◆ 保育対策総合支援事業費補助金（保育所等における

マスク購入等の感染拡大防止対策に係る支援）に関す

る翌債手続等について（厚生労働省） 
  

令和 2 年 3 月 23 日、各都道府県宛てに標記事務連絡が発出されました。 

この事務連絡は、保育対策総合支援事業費補助金（保育所等におけるマスク購入

等の感染拡大防止対策に係る支援）に関し、令和 2 年 3 月 24 日（火）に交付決定

が行われる予定であるため、必要に応じて速やかに、管轄の財務局等と繰越（翌債）

手続きを行う必要があること（令和 2 年 3 月 27 日まで）を周知するものです。 

これに関し、各区市町村および事業者（保育所等）が行う必要がある手続きは下

記になりますので、ご対応ください。 

「事務連絡内 4.市区町村及び事業者（保育所等）が行う必要がある事務手続」 

本補助金（保育対策総合支援事業費補助金）は、他の補助金と同様に、原則と

してその年度内に支出を終わらなければならない性格のものですが、上記 1.

のとおり、事業完了が令和 2 年度となる場合は、翌債手続を経て、翌年度に繰

り越して使用することができますので、年度内に一定の手続を行っていただく

よう、お願いいたします。 

 ↓ 

「厚生労働省から都道府県に送信されたメールの本文内 2（2）」 

事務連絡に記載の「一定の手続」とは、例えば、マスク等の購入（発注）を

行おうとしても、業者に在庫がなく、納入見込みも未定のため、業者が契約

（発注）に応じない場合に、事業者等が、「契約（発注）申し込みを行う意思

があることを確認できる書類（備品の種類、数量、購入予定金額等を記載し

たもの）を作成しておくこと」等により、事業に着手していると客観的に認

められる行為を行うことなどが考えられますので、適切にご対応いただくよ

うお願いいたします。 

 

 

事務連絡本文等の内容の詳細は下記ホームページの「34」をご確認ください。 

 
■厚生労働省トップページ > 政策について > 分野別の政策一覧  > 子ども・子育て> 子ど

も・子育て支援 > 保育関係 > 保育所等における新型コロナウイルス対応関連情報  

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09762.html 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09762.html

